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平成２２年度 第３回事業評価監視委員会 議事録

１．日 時：平成２２年１１月１１日（木）１３：３０～１６：３０

２．場 所：北陸地方整備局 ４階 共用会議室

３．出席者：
委 員）玉井委員長、川邉委員、島崎委員、古田委員、松本委員、宮島委員
整備局）局長、副局長、次長、企画部長、建政部長、河川部長、道路部長、

港湾空港部長、営繕部長他

４．審議案件
１）河川事業の再評価

・信濃川総合水系環境整備事業

・荒川総合水系環境整備事業

・姫川総合水系環境整備事業

２）砂防事業の再評価

・信濃川下流直轄砂防事業

・信濃川上流直轄砂防事業

・姫川水系直轄砂防事業

・黒部川水系直轄砂防事業

・手取川水系直轄砂防事業

３）道路事業の再評価

・日本海沿岸東北自動車道（荒川～朝日）

５．審 議
１）河川事業の再評価

■信濃川総合水系環境整備事業

■荒川総合水系環境整備事業

■姫川総合水系環境整備事業

（委員長）

信濃川総合水環境整備事業の事業期間は平成１４年から平成２７年までとなっていま

す。

他の事業での再評価の場合は、総事業費と残事業とでＢ／Ｃの表示がされていますが、

総合水環境整備事業の場合、全体としての表現の統一、新規事業というものをどのよう

に考えているのでしょうか。

（整備局）

信濃川総合水環境整備事業については、実施箇所が５箇所ありますが、一連でＢ／Ｃ
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を算出するとともに、箇所毎に事業期間、Ｂ／Ｃを算出し、箇所毎と全体がわかるよう

にしています。

（委員長）

全体事業と残事業という仕分けで他の事業の再評価は実施しています。それについて

はどう考えていますか。

（整備局）

環境整備事業は水辺公園のようなものが多く、残りのコストは算出できますが、残り

の便益は切り出しにくいものです。例えば道路のように部分供用がありませんので、コ

ストだけを切り出したとしても 残事業Ｂ／Ｃが結果的に底上げしたようにしかならない

ので、残事業Ｂ／Ｃについては算出していません。

（委員長）

荒川総合水系環境整備事業は平成１７年から始まっていますが、資料３では平成２３

年から２７年までとなっており、今回の環境整備事業は従来のものと違う事業だと思い

ます。

再評価というかたちで示すのがよいのか、それとも一連の事業ということになれば平

成１７年から２７年までとなってしまうのでしょうか。それについては枠組みにもよる

と思うのですがいかがでしょうか。

（整備局）

荒川に関しては平成２２年度は休止と言いましたが、これは事業の進捗の関係で、高

瀬・湯沢地区が当初計画よりも若干早めに終了したことから一年空白になっていますが、

水系の環境整備としては、つながっているという認識です。

（委員長）

事業がつながっているとすると、他事業と同様に総事業と残事業という仕分けになる

と思います。しかし、環境整備事業は他事業と少し違う性格があるのであれば、再評価

という仕分けと新規という仕分けを整理して頂くと統一がとれると思います。

（委員）

千曲川と荒川で自然再生が２件あり、自然が再生する意義は大事な要素だと思います

が、いずれも砂利採取等による河床低下が原因となっているので、砂利採取が今後どう

なるのか、あるいはたんぽが減少した原因となっているものが将来は取り除かれるのか

などについて説明がないと、再生をした後にしばらく過つとまた元に戻るので再生事業

を実施しなければいけなくなるのか、１回再生すればその後は実施しなくて良いのかが

不明です。
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（整備局）

砂利採取については、全体としても規制をかける方向であり、事業区間では砂利採取

をしない事で検討をしています。

なお、千曲川は、砂利採取だけが原因ではなく、高水敷に樹木が繁茂して洪水で欠損

されにくくなって、根付いてしまっているなど複合的にある状況です。

たんぽについては１／５確率の洪水に対応出来るように計画しており、洪水が来た時

に、掘った箇所に土砂が埋まらないように、現地で有識者から助言を頂きながら検討を

進めています。

（委員長）

原因と対策について説明をして頂ければと思います。

（整備局）

今後維持していくためのコストを見込んでいるかという事ですが、ある程度経験する

５年に１回程度の洪水については、そこまでを想定した範囲内で維持管理費を見込んで

いますが、河川の性状が大きく変わるような大洪水の時までは見込んでおりません。

（委員長）

大変難しい課題とは思いますが、この「たんぽ」の保全・消失というのは、その原因

が違うところにあったり、あるいは人間活動などの力がかなり強いのであれば、それを

考慮していかないと、この事業だけでは結果が長い間、担保出来ないのではないかとい

うご質問だと思います。

（委員）

信濃川総合水系環境整備事業では、個別には６箇所の事業となっており、今回追加し

たものも含めて、トータルでは費用便益比が５．３となっています。

しかし、個別を見ると非常に高いもの（千曲川中流域：１１．６）から大町ダムの３．

２まで差があるので、費用便益比を算出するにあたり、これらを単純に加算するような

手法は合理的なのでしょうか。

（整備局）

ご指摘のとおり、費用便益比についてはバラツキがあります。

算出方法も水辺整備と自然再生ではＷＴＰに掛ける範囲が異なるため、若干異なりま

すが、各事業箇所毎で費用便益が１を超えているということで、事業としては投資価値

があると考えています。

まとめて加算表示している点については、水系単位を事業採択単位としているため、

信濃川総合水系環境整備事業として全体で６箇所実施しており、まとめて算出している

ということです。
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（委員長）

各地区でのＷＴＰは異なっていても、それぞれの箇所毎に基づいて金額を計算してい

るので、予算上はこれを全体で足し合わせて表現しているのは問題ないと思います。

（委員）

荒川総合水系環境整備事業で平成２３年～２７年まで事業を実施して、その後の維持

管理をどうしていくのかについて対応方針の原案に、もっと具体的に記載するべきだと

思います。

４．コスト縮減策のところに、地元ＮＰＯとかワークショップ等の協力のもと実施し

て、モニタリング調査をするとか、維持管理等の経費節減と効率化が期待出来るという

表現がありますが、地域とつながった水環境整備事業だと思いますので、それも考慮し

たうえで、具体的にどのようにして、「たんぽ」が継続的に存続していくのかという事に

ついて示して頂ければと思います。

（整備局）

既に荒川の「トミヨ」に関連するＮＰＯなどから生息環境を守ろうとする声が大きく

上がってきており、それを受けて国土交通省では「たんぽ」を守ろうということで、検

討会を設立して組織体制を整えています。

今後の維持管理をどうやっていくのかを考えるにあたっては、維持掘削については国

で行うことで考えていますが、その他モニタリングとか、実際の草取りとか日常の「た

んぽ」の維持管理については、ＮＰＯの方々もしくは沿川の小学校の児童、荒川を使っ

ている様々な人々の手を借りて、維持管理をして行く方針です。

（委員長）

構造物の場合は維持管理に５０年程度が必要となりますが、これと同じ観点で維持管

理費が計上されているのはどのような内容でしょうか。

（整備局）

大洪水が来たら、川の性状が大きく変化します。

そのときは堤防でも災害復旧のような追加コストが必要となる場合もありますが、環

境整備事業の場合はそこまでの費用は想定はしていませんが、それ以下の通常の状況を

想定して維持管理費を計上しているということでご理解下さい。

（委員）

ＷＴＰを算出するときのアンケート票数ですが、対象世帯数は半径１０ｋｍという説

明がありましたが、そこからアンケート票数はどのように決めるのかという点と、大町

ダムの配布回収方法とアンケート票数が載っていないのは何か理由があるのでしょうか。

（整備局）

アンケートの範囲については、水辺整備については事業箇所から１０ｋｍ程度以内の



- 5 -

利用者の居住範囲、自然再生は沿川としています。

アンケート票数については、概ね有効回答数を３００程度と考えており、荒川で２７

０、姫川で３０２、今回追加した信濃川の三条で３０８、飯山ですと２１８というアン

ケートの回収数となっています。

（委員長）

アンケートは１０ｋｍ圏内で約１０００～１５００が配布されています。これは均等

に配っているのではなく、人口の多いところや少ないところもあるので、実際の範囲は

１０ｋｍ圏と合致しない場合もあり、配った範囲を示した方がより正確ではないでしょ

うか。

（委員）

アンケートの有効回答数が３００程度という事ですが、対象世帯数が９万とか３万と

か９千世帯の場合があり様々ですが、母数が変わっても有効回答数は３００と決めて、

統計上は満足されるということでしょうか。

（整備局）

アンケートの有効回答数は、手引き等のマニュアルによると最低でも５０標、出来れ

ば３００標程度となっており、御指摘の通り母数との関係で有効回答数を考える必要も

あろうかと思いますが、今回の評価については、最低でも２１８とマニュアル要件を満

足しており、母数との整合は図られていると考えています。

（委員）

マニュアル通りであればよろしいと思いますが、このＷＴＰの数字は非常に重要です

ので、調査方法は慎重にする必要があるのではないかと感じます。

配布先からの２００～３００しかないデータが、どこに位置しているが重要で、その

方々が対象地域から非常に遠かったり、あるいは満遍なく位置しているかどうかなども

結果に影響があると思います。

やはりその元となっているデータの質を検討して、その３００標がほぼ代表している

ものであるという保証があれば良いと感じました。

（委員長）

その意味では半径１０ｋｍ圏は、第１次候補だと思います。実際に調査をやっている

ので、そのデータを追加資料として補ってもらうとより明確になると思います。

（委員長）

それでは総合水系環境整備事業ですが、地元の方々からは大変望まれている事業で、

Ｂ／Ｃもかなり高いので、事業継続（原案）は妥当とさせて頂きます。

今ほど議論がありましたように枠組みや整理内容を改善して頂く方向の提案を頂いた

ので、その点については今後検討して頂きたいと思います。
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２）砂防事業の再評価

■信濃川下流直轄砂防事業

■信濃川上流直轄砂防事業

（委員）

２つの事業関してですが、資料の氾濫シミュレーションは、それぞれの流域の中期目

標で想定している災害が発生した場合の氾濫予想図という理解でよろしいですか。

（整備局）

信濃川下流では、魚野川流域は昭和４４年の災害を、清津川・中津川流域は昭和５６

年の災害を中期目標として設定しており、資料の氾濫シミュレーションはそれらの災害

を想定しています。

（委員）

信濃川下流直轄砂防事業の対応方針（原案）で全体事業で２．９、残事業で２．０と

ありますが、これは中期目標に対しての値ですか。

（整備局）

そのとおりです。

（委員）

全体事業というと１００年に１度の超過確率で実施するものと捉えらえられるので、

中期目標に対する全体事業という事を強調するような記述にした方が良いと思います。

（委員長）

信濃川下流では４．事業の投資効果という部分から以降は、全て中期目標を想定した

もので、１００年超過確率規模ではないという事ですね。

（整備局）

全体計画の目標値はまだ先にあるという事です。今回の再評価は全て中期目標に基づ

くものであるということでご理解下さい。

（委員長）

全体計画と全体事業は同じではないので、その表現を少し工夫して欲しいという意見

かと思います。

（整備局）

表現を工夫させて頂きます。
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（委員）

信濃川下流や信濃川上流の各事業の事業実施による投資効果（評価項目）が示してあ

ります。各々、評価項目について該当する項目と該当しない項目がありますが、該当す

る項目についてはその事業に該当しないのか、それとも重要でないから該当させていな

いのでしょうか。

（委員長）

関係はあるのだけれども定量化が出来ないので、該当させていないというものもある

と思います。

（整備局）

信濃川下流の場合、例えば、家計のなかの余暇活動等が阻害される被害等は算定しに

くいということで計上しておりません。

（委員長）

関係はあると考えられますが、定量的に算出出来ないという項目が多いということだ

と思います。

（委員）

資料８の黒部川水系直轄砂防事業では、実施による投資効果（評価項目）について、

計上した評価した効果（被害）項目のみを着色表示しており、こちらの方が判りやすい

ので、こちらに統一した方が良いのではないでしょうか。

（委員長）

信濃川下流と信濃川上流では、便益算出に計上している項目となっており、用語は違

いますが意味している事は同じだと思いますが、全体としてわかりやすいのは資料８の

方だということです。

（委員）

観光被害軽減効果のところで風評による観光収入の減少というのは、災害が起こると

観光客が全く来ないことを見込んだ金額というような解釈でしょうか。

（整備局）

流域内の主な観光施設における年間観光客数を算出し、観光客の一人あたりの観光消

費額を乗じます。それにより算出した年間観光消費額のうち３割をその便益として計上

しています。

（委員）

風評で３割収入が減るという計算でよろしいでしょうか。
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（整備局）

そのとおりです。

（委員）

資料では想定被害が中期目標の３０年間で、どのくらい減少するかを世帯数と事業者

数とで示されていますが、あまり減らない感じを受けます。

土石流などによって老人施設への被害が報道されていますが、流域の対策というのは

もちろん大切ですが、これから人口が減少して世帯数も減るなかで、土地利用の面から

も防災対策が益々重要になると考えられます。土地利用の面でどのように考えているの

でしょうか。例えばどういう制度があるのでしょうか。私は区域は指定されているが、

具体的に区域内の建物規制などは行われていないとの認識です。

（委員長）

今のご質問は、都市部での土砂災害の危険性が高いところは、土地利用規制がかけら

れるような法律が出来ていますが、具体的にこの地域ではどうなのでしょうか。

（整備局）

直轄では主にハード対策を実施していますが、ソフト対策としての法規制は制度とし

て存在します。

例えば、土砂災害防止法の中には特定開発許可という制度により、土砂災害の危険が

ある地域での立地抑制を図っています。これは県知事が指定をし、地域の開発許可の時

点で規制をするものです。また、都市計画法では開発許可における立地抑制、がけ崩れ

の恐れのある地域での宅地造成等規制法、建築基準法での規制もあり、危険な地域にお

ける立地規制はこのような法律に基づきなされています。

（整備局）

都道府県知事が立地規制の権限を持っていますが、個別の危険な地域を区域に指定し

ようとする時に、その議論が進む場合と進まない場合があります。

警戒区域として指定して新規立地を制限しようとする時に、その指定が順調に進んで

いるところもあれば、指定によって地価が下落したり、地域の振興にとってマイナスの

風評となって進まない場合もありますが、全体としては少しづつ進んでいるのが現状で

す。

（委員長）

山古志村などが例になると思いますが、ある程度危険でもそこに住んでいたいとか、

戻りたいとか意向を強く持っておられるコミュニティーもあるので、それが過疎化を防

ぐ大事な要因でもあると思います。

ここでは、対応方針（原案）のところで記述されているとおり、地元の方々の要望が

強いこと、物流や観光に重要なルートであること、Ｂ／Ｃも高いということですので、

事業継続（原案）は妥当とさせて頂きます。
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■姫川水系直轄砂防事業

■黒部川水系直轄砂防事業

■手取川水系直轄砂防事業

（委員）

手取川水系の被害想定ですが、中期目標完了時で人口減や世帯数の減などは評価の中

で考慮されているのでしょうか。

それとも、あくまでも現状での被害を受ける世帯数、事業所数なのでしょうか。

（整備局）

現在の人口が変わらないという前提で計算をしています。

（委員）

中期目標完了時で人口約１９３，０００人で約１８，０００人の減と書いてあります

が、この減少分は無施設時の人口約２１１，０００人に対する減少分でしょうか。

現況施設に対してどれだけ被害想定が減少したかというのが便益なのではないかと思

います。また、今後の人口、事業者数や交通量の減少を考慮しないということは、５０

年間の便益を過大に算出していることにはならないでしょうか。

（委員長）

人口動態については、都市部であればあまり変わらないという予測もあろうかと思い

ますがいかがですか。

（整備局）

人口については、現在の状況で評価をしていますが、便益を算出するときの予測モデ

ルがどれだけの精度があるかという議論でもあると思います。

３年サイクルで再評価を実施するにあたり、その時点で人口が減っていれば便益も減

少しますので、その段階で適切に事業を見直ししていくことになります。

（委員長）

道路事業は、２０年先である平成４２年の交通量を用いています。人口も５０年先で

すとかなり減少する予測もありますので、人口をどうとらえるかという事は全体の宿題

のひとつであると思います。

（整備局）

人口については、都市部での減少は少ないかもしれませんが、全体では減少していく

と思います。その部分は課題であるかもしれませんが、逆に過小の部分もたくさんある

と思っております。例えば個人の財産とか事業所の資産は、数年おきに資産の価値を計

上すると確実に増えております。このような増分は見込んでいないため、過小となって

おり、人口減少の要素より、資産の増加を見込んでいない方で相殺されて、安全側の推
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計になっているのではないかと思います。

数年前の評価と比べれば、人口の減少を補うだけの資産の増加がありますので、便益

は増加しているというのが実態ではないかと思います。

（委員長）

治水経済調査は１０年毎に行われていると思います。その中で資産の増加については

反映されていると思いますがいかがでしょう。

（委員）

委員長のご指摘は、道路交通で言えば時間価値とか将来の交通需要の予測値を修正し

た事について言われていると思います。

道路の場合は、今後の交通量は増えずに減少していくという前提で便益を計上していま

す。

しかし、砂防事業については現在の人口や事業所が５０年間変わらないという事です

が、人口減は必然ですので、そこは考慮して頂くのが良いと思います。

（委員長）

人口はマクロではある程度の予測値が出ていますが、各地域毎までというのはそこま

での精度がないというのが現状だと思います。

（委員）

手取川水系直轄砂防事業の対応方針（原案）で、白山市や金沢市などの資産が集中す

る石川県の中心部という記載がありますが、市街地や都市部での資産に影響があり、そ

れで事業が継続されるという事であれば、便益に計上している項目について、生活面か

ら考えると直接被害だけでなく、間接被害である精神的被害抑止効果なども当然出て来

るのではないかと思います。これは数値化することが困難なため計上出来ないのか、あ

るいはどのような場合にこの項目が活かされるのでしょうか。

（整備局）

定量的に計算する事が難しいということで、砂防事業の主な効果（被害の内容）の網

掛けの無い項目については計算をしていませんが、昭和９年の災害や近年の災害実績で

実際どのような所で被害が出たのかについて示しております。過去の被害実績では一般

の家屋、事業所、公共土木施設などで、特に交通への被害が大きくなっています。

これらの実績を踏まえ対応方針（原案）にも同様な記述とさせて頂いていますが、間

接的な被害を数値化するのは難しいということで、計算をしていないという状況です。

（委員長）

間接被害のうち、発電被害や上水道や工業用水被害については効果として計上されて

いますが、これは大規模な施設が手取川沿いにあるため、これについては計上している

ということで、市街地に至る広範囲となった場合は計算出来ないという意味合いでしょ
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うか。

手取川ダムから石川県内への上水道の供給は７割近くに上っていますので、これが被

害を受けた場合についての影響が計上されているという事だと思います。

（委員）

間接効果の網掛けの無い部分は、市街地で起きないと計上されない項目なのでしょう

か。計上されているのであればどのような場合に計上されているのか事例があれば参考

まで教えて下さい。

（整備局）

砂防事業による間接被害については、土石流によって直接被害を受けてそれに伴い発

電等が被害を受けた場合や、精神的被害抑止効果での人身被害は、直接土石流に呑み込

まれた場合に計上するものですので、金沢市に在住して危険を感じる精神的な便益は計

上していません。

（委員）

砂防事業の主な効果については、便益として一般的にこのような項目が想定されると

いう表示です。個々の事業については、この項目は重要なので計上する場合と、計上し

ない場合は、全く被害がない場合と、部分的な被害しかないので計上していない場合と

か、技術的に難しいからなどのケースがあるのでしょうか。

（委員長）

資料７の姫川水系ですが、間接被害で交通途絶による波及被害が計上されています。

恐らくかなりの確度で被害が及ぶという場合と、発生源から距離が遠くて大きな被害に

ならないという場合も入っているのではないかと思いますがいかがですか。

（整備局）

マニュアルでは精神的被害抑止効果の人身被害については、直接土石流に当たるもの

となっています。今後はマニュアルで見込んで良いものと、個々の事業で実際に見込ま

れているがわかるような形で表記をしていきたいと思います。

（委員長）

対応についてはそのようにお願いしたいと思います。

（委員）

姫川の中期目標が３０年ではなく、２０年にしているのは何か理由があるのでしょう

か。

（整備局）

姫川では平成７年の災害規模を目標としており、この場合は概ね２０年程度で整備が
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終了します。中期目標はそれを考慮して３０年ではなく、２０年で設定しています。

（委員）

直接被害の人身被害抑止効果のなかで、人的損傷というものがありますが、計上して

いる理由はどのようなことからでしょうか。なお、黒部川だけはその項目に該当してい

ません。

（委員長）

目標としている災害が起こると、人命損傷があり得るということかと思います。

（整備局）

人命被害は基本的に水系毎に異なり、土石流危険渓流で土石流に襲われる直下流に居

住する方々の人命ということで計上しており、その保険の積み上げ等で算出しています。

（委員）

人命も金額に換算して計上しているということでしょうか。災害対応の件については、

このような部分が大変重要ではないかと思いますが、土木被害などに比べると少ない額

になっているのは、山間部のために人数が少ないからなのですか。

（整備局）

土石流災害でその直下流に人家があり被害が出た場合は人的損傷被害を計上しますが、

先ほどの手取川水系などの扇状地に洪水が溢れて流れていく場合は人的損傷被害は計上

していません。水系砂防はその下流の扇状地（平野）まで影響を及ぼす事を防ぐのが目

的ですが、山あいにある人家の居住者も防ぐ効果が入っていますので、それについては

人的損傷の被害を計上しています。

（委員長）

それでは総括ですが、姫川水系についてはＪＲ大糸線や他にも南北に交通網がありま

す。平成７年には、大変大きな被害を受けているということで、この災害を対象として

中期目標が出来ている状況であり、全体事業のＢ／Ｃが１．６、残事業のＢ／Ｃが２．

４となっています。黒部川水系については、黒部渓谷沿いに観光地や発電地帯などの重

要施設があるということです。全体事業のＢ／Ｃが１．５、残事業の方はＢ／Ｃが１．

０に近いのですが、費用が便益を下回っているわけではありません。手取川水系につい

ては、石川県としては非常に重要な扇状地への被害を防ぐという事と、現在までの整備

率は土砂量で見ると、他の水系と比較すると低めとなっていますが、全体事業のＢ／Ｃ

は３．１と高いわけですので、これらについては事業継続（原案）は妥当とさせて頂き

ます。
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３）道路事業の再評価

■日本海沿岸東北自動車道（荒川～朝日）

（委員長）

内容的には、前回（平成２０年度）の評価と変わらないと思いますが、自然由来によ

る重金属の土壌対策及びモニタリング調査が必要となり、事業費と事業期間が延びたと

いう事での再評価です。

それでは対応方針（原案）は妥当とさせて頂きます。

最後にお手元に資料１１は都道府県と政令市からの意見のとりまとめです。新潟県、

富山県、石川県、長野県から関係する事業については、早期に効果が発現出来るように

という事とコスト縮減に努めて欲しいという内容です。それと新潟県からは優先順位付

けを考えて頂くとありがたいという附帯条項がついていると思いますが、何か委員の皆

様方から意見がありますでしょうか。

はい。この点については整備局の方でご意見を参考に考えて頂きたいと思います。そ

れでは以上で審議の方は終了させて頂きます。


